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労働協約の法的拘束力ないし法的性格をめぐる問題は今日の多くの西欧諸国では、立法的にも、また理論上も、一
応、解決ずみであるといってよい。すなわち、ドイツでは一九一八年「労働協約令」第一条によって協約規範に不可
変的効力を与えて、協約と契約との関係をめぐる複雑な問題を立法的に解決し、また、理論上も、協約の規範的部分
は
法
で
あ
り
、
そ
し
て
、
規
範
的
部
分
の
法
規
純
た
る
ゆ
え
ん
は
こ
れ
を
凶
家
の
授
権
に
求
む
く
き
だ
と
い
う
と
こ
ろ
に
大
体
蕗
請
い
イ
ギ
リ
ス
労
働
協
約
の
法
的
拘
束
力
に
つ
い
て
一一一一一一
五四三二一
口(二）Ｈ
結労ブイは
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イ
ギ
リ
ス
労
働
協
約
の
法
的
拘
束
力
に
つ
い
て
は
じ
め
に
秋
成
就
こ
の
よ
う
に
、
立
法
手
続
の
う
え
で
若
干
の
差
は
あ
れ
、
立
法
に
よ
っ
て
契
約
に
対
す
る
協
約
の
強
行
性
を
認
め
て
い
こ
う
と
す
る
の
が
、
ぽ
ほ
大
陸
諸
国
の
行
き
方
の
よ
う
に
思
わ
れ
る
。
こ
の
点
、
わ
が
脚
の
労
組
法
も
ド
イ
ツ
法
に
な
ら
っ
て
協
約
に
規
範
的
効
力
を
認
め
て
お
り
、
そ
の
法
的
性
質
に
つ
い
て
学
説
上
の
論
争
が
あ
る
と
は
い
え
、
協
約
自
体
が
法
規
範
で
あ
る
こ
と
を
否
定
す
る
将
え
力
は
ほ
イ
ギ
リ
ス
労
働
協
約
の
法
的
拘
束
力
に
つ
い
て
三四
た。ナチ時代を経て第二次大戦後の西ドイツでは、一九四九年に新労働協約が成立したが事慨は全く変っていない。
フランスでは一九一九年に労働協約が法律上制度化され、それまで協約をすべて契約理論をもって処理してきた判例
法に対し、協約の直律的効力と団体訴権（胃｛一・口８二月三ぐの）を認めた。その後、一九一一一六年法、一九四六年法を経て
現行の一九五○年法に至っているが、今日では協約はすでにフランス労働法の雑木的な法源として定満していると評
さ
れ
て
い
る
。
協
約
の
規
定
は
こ
れ
を
下
廻
る
個
別
契
約
に
対
し
強
制
力
を
も
ち
、
そ
の
不
履
行
は
扱
害
賠
倣
ま
た
は
履
行
強
制
を
通
じ
て矯正される。
こ
れ
に
対
し
て
ア
メ
リ
カ
で
は
や
や
聯
怖
を
典
に
す
る
。
ア
メ
リ
カ
の
法
制
度
は
イ
ギ
リ
ス
法
を
慨
体
に
し
て
い
る
だ
け
に
、
訂
１
Ｍ
シバ大陸の成文法国家におけるような協約法理や立法を発展させなかったが、交渉単位制度における「多数決原理」
（日ロ）・『ご目一向）、「排他的代表の法理」（。；・『】ロの。、の〆、旨の】可のＨの円のの⑦ロ日［】ぐの）および協約の私的仲奴条項に対する特
定履行の容認を通じて、大陸諸国における立法的処理とほとんど同一の解決に達している。
このように、各囚で、とりわけ第一次大戦以後、労働協約の法理または立法が苑鵬したことについてはそれなりの理
由がある。それは、組合運動が各国で発達、充実するにつれ、労働条件の決定に対する労働者の関与および紛争処理の
手続としての８－－，，陣：ワ四凋臼ゴーコ胸制度が次第に普及化するようになると、これまで労働関係のすべての法的側
め
て
お
り
、
そ
の
法
的
性
質
杉
と
ん
ど
な
い
と
い
っ
て
よ
い
。
面を支配してきた契約法原理（８．５ｎ斤【す８９）によってはとうてい説明しえない矛府があらわになったからである。
ところで８」←。、ばぐ⑦ワ貰い日日ロ砲・月且◎ロ日・日⑪日といった近代的労使関係の。ハターンを歴史的に艇も早く
確立したイギリスは、他国における労働協約に側する特別の立法や法理の展開をよそに、伝統的な契約法理を固守し
て、今Ⅱに至るまで立法はおろか、判例法上も協約に特別の地位を認めようとしなかった。これは個人主義法理の徹
底といえばそれまでであるが、イギリスにおいても取引社会における契約当事者の集団化という現象が、附合契約化
の趨勢を蚊め、それに従って個人主義的契約法理は近時薪るしい変奔を来しているのであるから、イギリス労仙関係
法
に
お
け
る
右
の
現
象
は
イ
ギ
リ
ス
法
の
伝
統
的
立
場
か
ら
だ
け
で
は
説
明
で
き
な
い
。
そ
れ
は
む
し
ろ
、
労
働
協
約
に
つ
い
て
特
別
の
法珈の展開を必要としなかった労使双方の事精によるとみるべきである。
労
働
協
約
は
、
当
事
者
の
力
関
係
の
即
自
的
表
現
で
あ
る
個
別
労
働
契
約
と
違
っ
て
、
対
等
当
事
者
た
る
組
合
と
使
用
者
間
の
団
体
交
渉の成果であるから、双方当事者が協約で合意した協約秩序または内容を遵守するかぎり、とくに法的問題は生じな
い
。
も
ち
ろ
ん
、
当
事
者
が
協
約
を
守
ら
な
い
場
合
を
あ
ら
か
じ
め
予
想
し
て
、
違
反
の
場
合
に
法
的
効
果
を
持
た
せ
る
こ
と
は
で
き
る
。
し
か
し
、
現
実
に
違
反
の
可
能
性
が
薄
け
れ
ば
そ
の
よ
う
な
合
意
の
必
要
も
ま
た
な
い
で
あ
ろ
う
。
事
実
、
組
合
が
仙
川
者
に
よ
る
協約所定の条件の不遵守を訴求しようとしない以臺上、使川考側も紐合による協約秩序違反の寅征を裁判所で追究する
途を選ばなかった。かくして、労働協約が裁判所を解決の郷台とするという意味で法的問題になったのは、むしろ、
当事者自体の間で協約秩序の自己否定が生起したときである。イギリスでは一九六○年に入ってこの時期を迎えた。
度政なる組合の山猫ストとこれに対する反対世論を背景に、協約立法化の問題が与党（労働党）野党（保守党）を通じ
て□・」嵐８の場に登場してきた。このような時期に、フォード自動車会社は組合を相手として協約の平和蕊務に述
イ
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リ
ス
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働
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約
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束
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イギリス労働協約の法的拘束力について
一一一一ハ
反するストライキの差止を求めて訴訟を起した。これがフォード事件である。イギリスの裁判所は、これによって労
働協約それ自体の法的拘束力の問題をはじめて正面からとりあげざるを得ない立場に立たされたのである。これまで
のイギリス労使関係の常識に反して、労使が協約の問題で正面から対決したこの事件について裁判所がどのような判
断を示すかは、二つの点で大きな注側を引いた。その一つは、法理上の問題で、これまで、①貝］の日８㎡侭Ｈの①日の貝
なるトレードマークで知られたイギリスの協約の法的性格が問われることであり、その二つは、巡行しつつある立法化
の問題に及ぼす判決の影響という点である。フォードの組合のストライキには政府の労使関係法案に対するプ、テス
トの意味が含まれていたとみられるだけに、判決は労使どちらの側に軍配を挙げてもその政治的影響を免れ難かった。
本
稿
で
は
、
イ
ギ
リ
ス
の
協
約
史
上
、
画
期
的
事
件
で
あ
る
こ
の
フ
ォ
ー
ド
判
決
を
中
心
と
し
て
イ
ギ
リ
ス
に
お
け
る
協
約
の
法
律
問
題
と
し
て
の
側
面
を
究
明
す
る
と
同
時
に
、
本
事
件
と
ほ
ぼ
時
期
を
同
じ
く
し
て
展
開
さ
れ
、
か
つ
、
本
判
決
に
も
大
き
な
影
響
を
及
ぽ
（２）
したと思われる保守、労働両党の労使関係法案における労働協約についての立法論を検討してみたいと思う。
（
１
）
諸
外
脚
の
労
働
協
約
の
比
較
法
研
究
の
邦
文
献
と
し
て
は
、
日
本
労
働
法
学
会
編
「
労
働
法
講
座
」
外
同
労
働
法
第
七
巻
（
上
）
（
下
）
お
よ
び（新労伽法講座」労働協約第五巻所載の各論文参照。イギリスの文献では、【島ロー句『○口目８．．い§・日嗣の」島・ロ⑪四目
（２）労使関係法の立案の妓初はドノバンリポートの妬で呼ばれる幻・国］○・日目のい】○口○口目３口のロロ】・ロ⑩鼬且同日己一・］の【．⑰
シ卯切・口員】○口⑭ご認’ぬ報告書である。この報告響は労働党政府の白諜冒国煙８．ｍの圓荷Ｐ勺・］』ｇ開ＯＮ門口目の国ロ］
屍の］四口・ロ⑩．ご＄を経て、第一次労使関係法案（一九六九年）および第二次労使関係法案（一九七○年）に展開していく。
これに対して、保守党は野党時代の一九六八年政権をとった暁に実施すぺき労使関係法の骨子を旬日門ＤＢ］貝ミ・甸六に発
表した。これが一九七○年の同党の政権担当後にＨ］］目⑩可ご］胃一菖冒】⑩句］一一に引継がれて議会に上程され、現在審議中で
あるが、ほとんど成立確実とみられている。
び（新労岫
バケのドロヨ『匂
Ｈ①①⑭
労働協約８｝一の。□ぐの筒Ｈｇョの貝は長いイギリス法の歴史から見れば、全く新しい近代的な制度である。といっ
ても、それはすでに一世紀半にわたり尖施され、現在では労働人川の約三分の二に相当する労働者の雇川条件をカバ
ーするまでに広い社会的な機能を果している。
（２）
労助協約は川体交渉８一一Ｃｇ］弓のｇＨ埴日日。ｍという慣行の存在を前提とする。団体交渉という制度は、歴史的に
も労働協約より早く成立したが、ここでもまた法は特別の秋極的役判を采さなかった。川体交渉樅という椛利は、ア
メ
リ
カ
や
Ⅱ
本
と
違
っ
て
イ
ギ
リ
ス
で
は
制
定
法
上
も
判
例
法
上
も
現
在
ま
で
認
め
ら
れ
て
い
な
い
。
団
体
交
渉
は
、
法
が
当
事
者
と
く
に
使
川
打
側
に
そ
の
応
識
雑
務
を
負
わ
せ
る
こ
と
に
よ
っ
て
成
立
し
た
も
の
で
は
な
く
、
ま
っ
た
く
酬
尖
上
月
甘
旦
・
発
生
し
た
。
も
ちろん、これらの制度が事実としての社会的効用をもつためには、まづ、それが違法旨の隠一な行動だという評価か
ら日川にならなければならない。ところで、ある申合わせまたは決定が述法とされる主たる理川は、それが取引の、
由を阻害する（『の⑪園す（・〔§△Ｃ）という点にある。イギリス法では、コモン・ロー上Ｈｏの月日貝○博円且①の禁止は、
わが国の民法における公序良俗や信義川に相当する鎚本的原則の地位を与えられており、一九世紀中葉では、労働組
合（団。。□日・ロ）の大部分がこの原則に抵触するものとして、コモン・ロー上屋ロ一色司甘一という地位に世かれた。
労働組合それ自体がこの取引制限の法理から解放されて合法性を獲得したのは一八七一年の労働組合法によってで
ある。労働紐合はもちろん、川体交渉や労働協約も事実上は同法以前から存在したことと思われるが、法的には違法
な制度である。団体交渉は単にそれが取引の自由を制限するという理由だけでは不法とはいえないとする判決が初め
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ギ
リ
ス
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（１）
一
一
イ
ギ
リ
ス
に
お
け
る
労
働
協
約
の
法
的
地
位
イ
ギ
リ
ス
労
働
協
約
の
法
的
拘
束
力
に
つ
い
て
三八
て蓬場するのは、一九○二年の罰◎且ｑ・同国ＣｐＱ｝『ｏｍｍｏｎ－ｏｇｏｍｏｂのＨ呉辱ｏｍ８ｐの冨凹⑩○口醜》い【・口・『侭であ
る
。
そ
の
後
、
と
く
に
こ
れ
を
確
認
し
た
判
例
は
あ
ま
り
見
受
け
ら
れ
な
い
が
、
と
い
っ
て
、
と
く
に
こ
れ
を
違
法
と
す
る
判
例
も
川
な
い
ま
ま
に
、
そ
れ
は
ス
ト
ラ
イ
キ
な
ど
の
実
力
行
使
に
代
る
平
和
的
手
段
と
い
う
評
価
を
得
る
こ
と
に
よ
っ
て
社
会
的
承
認
と
支
持
を
と
りつけていった。団体交渉はやがて、当小者が署余その他によって合意僧ＨＣＣＢｇ［として加認することにより労働
（４）
協約８］」のｎ斤】ぐＣ農Ｈの①日の日という制度を生み出す。そして、法的には団体交渉が違法とされない以上、その結采
と
し
て
の
合
意
た
る
協
約
も
ま
た
、
と
く
に
こ
れ
を
述
法
悦
す
る
理
山
は
兄
川
し
が
た
い
と
こ
ろ
か
ら
、
そ
の
合
法
性
に
つ
い
て
の
法
的
障
害
は
比
較
的
少
な
か
っ
た
。
も
っ
と
も
、
使
川
者
側
が
団
体
交
渉
の
結
果
、
い
っ
た
ん
合
意
し
た
も
の
を
後
に
な
っ
て
、
そ
れ
が
組
合
、
、
の
脅
迫
に
よ
っ
て
締
結
を
弧
い
ら
れ
た
こ
と
を
辿
山
と
し
て
そ
の
無
効
を
主
張
す
る
と
い
う
｝
」
と
も
考
え
ら
れ
な
い
わ
け
で
は
な
い
。
し
か
し
、
こ
の
よ
う
な
訴
訟
の
例
は
イ
ギ
リ
ス
に
は
一
つ
も
な
い
。
こ
う
し
て
、
労
働
協
約
は
、
消
極
的
な
意
味
で
の
合
法
性
を
認
め
ら
れ
協
約
が
述
法
で
な
い
と
い
う
意
味
で
の
合
法
性
を
得
た
こ
と
は
、
そ
れ
が
直
ち
に
契
約
８
日
目
ｎ
斤
と
し
て
の
法
的
効
果
を
も
つ
こ
と
を
意
味
し
な
か
っ
た
。
も
っ
と
も
、
契
約
自
由
の
原
則
か
ら
い
え
ば
、
労
働
協
約
と
い
う
合
意
を
一
種
の
「
契
約
」
と
考
え
る
こ
と
に
つ
い
て
は
さ
し
て
異
論
は
な
か
っ
た
。
し
か
し
、
協
約
が
契
約
と
し
て
有
効
だ
と
い
う
こ
と
と
、
そ
れ
が
訴
訟
上
の
独
行
性
の
日
・
Ｒ
９
煙目旦をもつかどうかということは別問題であり、裁判所の解決すべき課題として残されたのである。
ところで、先に触れた一八七一年の労働組合法は、労働組合を合法化するに際し、これを訴椎との関係においてき
（｜、）
わめて特殊な地位に置いた。それは組ムロの内部的な問題からできるかぎり国家の干渉、介入を排除するため、組合間
の、あるいは紐介対組合貝の合意を戒抜強行する訴訟を禁じたのである（節四条）。イギリスに特打のこの立法は、
ていった。
それ脚体、十分な合理的理川をもつのであるが、この規定は、何条の「労働組合（５斤目】ｃ回）」に使川新団体も含ま
れると解するかぎり、組合側の合意に外ならない労働協約も、右の川訴制限の対象となるという解釈を引川すことに
な
る
。
も
ち
ろ
ん
、
十
ぺ
て
の
協
約
が
ｎ
条
の
合
意
に
含
ま
れ
る
わ
け
で
は
な
い
し
、
ま
た
間
接
的
強
行
と
い
う
方
法
に
よ
れ
ば
訴
訟
で
争そえないわけではないが、同条の存在自体が協約をめぐる訴訟上の争いを当事者に断念させるにあづかって力があ
ったことは明らかである。こうして同法以後、どのような形にせよ、判例に益場する協約の数はきわめて値かであり、
裁判所が労働協約なる制度の法的性格について見解を示す機会は乏しかった。学説もまた、尻目ロー局Ｈの口且教授が一
（６）
九Ⅲ二年に、イギリスで初めて協約の法的性枯を理論的に促一不するまでは、概してこのⅢ題に対して消極的であった。
学説については後に検討することとして、以下に、労働協約に関連する主要な判決につき概略を述ぺることとする。
１回凹印什旧・ｐＱｏｐｍ陣斥ｏＨ⑪。□日・ロぐ・の。｝ｑ⑰庁の）ＰＣ・ロベ【・【し己２－》。』①目】日ｃ雌．⑤」目の】ｇ』（二①且の『ずロ日．○儲のの
幽且昌口【⑰琉旨］鰯・口ぽす・員回←ぐ．℃・暉忌）
原告組合は日ロの［のＨｇ屍月の団体と（－．８］）協約を締結したがそれには、パンの悩業にたづさわる凧主は、紐合
の
発
行
す
る
］
：
巴
を
他
川
す
る
こ
と
、
組
合
風
の
み
を
協
定
し
た
条
件
で
脈
川
す
ぺ
き
こ
と
が
定
め
ら
れ
て
い
た
。
右
協
約
に
軒
名
し
た一マスターベーカーが組合の許可を受けることなくラベルを他川して憐業したというので、爪併はその使川を差止
めるインジャンクションを訴求した。中間差止命令が川されたが、結局、一審では取消された。原告は控訴したが、
控訴審は、被告は他のマスターと不当な競業をしない旨の口頭の約束を原告との間にしたと主張するが、それが成文
の協約となっていない以上、被告の営業の破滅を意味する右インジャンクションを認めるわけにはいかないとして却
下した。
イ
ギ
リ
ス
労
働
協
約
の
法
的
拘
束
力
に
つ
い
て
三
九
イ
ギ
リ
ス
労
働
協
約
の
法
的
拘
束
力
に
つ
い
て
四○
この判決では、協約が法的拘束力を有するのかどうかについて戒披に触れていない。しかし、本件でもし、爪併の
主張する川頭協約の部分が成文化されていたとするならば、判例の結論からみて、謝求は認められたであろうと解釈
することもできる。協約の法的拘束力を潜在的に認めた耶例といえないこともない。
２の日岸臼。⑩剣・ｚｇ］○目』し別。、厨斤】ｏｐｏｍｏｂｏＢはぐの勺日の庁。Ｈ⑩麺Ｃ◎貝【・【シロロ８］（】＠ｓ）再演・国．⑭Ｓ
被告組〈川と原告の所属する雇主団体との全国協約には、紛争を仲裁附託すぺきことが定められていた。被併組合
は、原告が同協約所定の他の条項を守らなかったというので、原告の雁川する組合員にストライキをさせた。原告が
組合に対し契約破莱の誘致を理由に賠償を諦求したのが本件である。澱訴審は、契約破乗の誘致を違法と判示した。
雇主が組合との間に締結している契約に違反したという事実は、組合が組合員をして、右契約とは別の、雇主とその
被川者（組合員）間の契約を破棄させる正当事由を構成しない、というのがその理由である。本訴訟の時点では、ま
だ争識の免責を定めた一九○六年の労働争識法が成立しておらず、従って、ストライキは契約破乗の誘致として組合
に不法行為の責任を負わせたのである。この判決では、凧主組合の締結した協約のスト手続条項が、雇主と被川者
（組合且）側の契約を構成するものとされ、しかも、協約そのものも「契約」とみなされている。結局、協約は、雁
、
、
、
主と被川者川の「契約」として法的に独行されたわけである。》」の珈件はフォード鞭件とよく似ているが、この珈件
当時はまだ、組合の争議（免責）権が立法上認められていなかったという点で、また、フォード事件では、使川考側
、
、
が凧主と組合川の契約として砂脚約の法的独行性を主眼している点で両堺件は机異なる。
３国日日○日□『のＨ⑪．シい⑪○口四陣○口耐ａ・『・少・の．□・国・句：曰］】の弓冒の⑪・侭・］ロ］罠］＠恩
有名な一九二六年のゼネストに参加した組合が、労働協約違反を理由として使用者団体から損害賠償を求められた
プラッドフォードの染色業者団体であるＢＤＡは合同染色工・漂白工・仕上工組合（ＡＳＤＢＦ）との間に一九一
四年に協約を締結したが、その第一一一一一条に《白け○戸服・口員】・ロの旨］』ロ。［２回⑫ＣＣＨｂＣＨ目叶ロ］。、界・貝・命尉
Ｃ日己］。］Ｃ８９頁】ロ炮昏Ｃ８日】ロ色色ｐＯＣｏ扁岳】⑩幽狙ＨｏＣＢ○日》ｚｏＨ豐巳」岳。□日。□印○拭色ロ】Ｃ扁昌の日且ぐ］⑫⑦
ＯＮ旨ＱＰ８ｏＨｍｐＣＣｏＨ庁四口『の可房の。吊忌の疹朋。ｎ国はｏｐＱ月日ｍ５ｏ８員】ロロ目８○博嵐の少、Ｈの⑦日の日》》と定
められていた。しかし。組合は、ＴＵＣの計耐と指禅の下に行われるゼネストのような場合は、協細も「棚上げ（ぬ。
ご旨のケｇａ）」されるべきだと主張して、一九一一六年のゼネストに参加した。ゼネスト終了後、ＢＤＡと組合間に
《《曰のＨ日⑩○ｍｍの己の日の貝ごなる休戦協定ができたが、それには「正式の代表を通じて雇主と被川潜との間に締結さ
れ
た
契
約
を
尊
飯
す
る
こ
と
は
両
当
酬
者
に
と
っ
て
虹
火
な
こ
と
で
あ
る
か
ら
、
Ｂ
Ｄ
Ａ
は
、
仕
事
が
再
附
さ
れ
て
も
、
協
約
に
も
と
づ
く
自
分
た
ち
の
権
利
を
強
行
す
る
た
め
に
、
組
合
を
相
手
と
し
て
訴
訟
を
提
起
す
る
も
の
で
あ
る
」
と
書
か
れ
て
お
り
、
Ｂ
Ｄ
Ａ
は
そ
の
通
り
実
行
し
た
。
た
だ
し
、
Ｂ
Ｄ
Ａ
の
本
訴
の
胤
的
は
、
訓
戒
的
な
も
の
で
、
ス
ト
ラ
イ
キ
に
よ
る
搬
害
額
が
四
－
五
万
ポ
ン
ド
に
達
し
たとはいえ、実際の諦求額は全くノミナルなものであった。そして被告組合は、自分たちが協約に違反した琳尖をそ
の
ま
ま
認
め
た
の
で
原
告
勝
訴
と
な
っ
た
。
あ
る
意
味
で
協
約
に
法
的
拘
束
が
認
め
ら
れ
た
と
い
え
る
。
４目○巨口、『．ｎ回□且国口ｚｏＨ岳の門。汚臼］ゴ煙望○○日ｂ画。］（】＠日）》し．ｐ綴
被告ＣＮ鉄道会社の加盟する鉄道使用者団体とアメリカ鉄道従業員組合カナダ支部との間には、。「侭○し円のの‐
日の目が締結されていた。会社はオープンショップ制をとり、組合員も非組合員も等しく右協約の定めるところによ
って労伽条件を岨徹されていた。原告は右組△川と別の組合に加入していたが、会社は爪併の凧鮒に際して、紐〈川只と
イ
ギ
リ
ス
労
働
協
約
の
法
的
拘
束
力
に
つ
い
て
四一
事件である。
イ
ギ
リ
ス
労
働
協
約
の
法
的
拘
束
力
に
つ
い
て
四二
同一条件で先任権を適用することも約束していた。にもかかわらず、原告は剰員整理で先任権を無視され解雇された
ため会社を机手に扱磐賠依を誠求した。カナダの事件であるが、上訴されて甸村弓】○・月旦の判決を受けること
になった。請求は結局、却下されたが、宛回船の］」ａ屋］］・葛のロ判事は次のように判示した。会社が右協約を原併にも
過川したのは、勢約上の義務としてそうしたのではなく、政策上、そうすることが便宜と考えたからにほかならな
い。本』聯約は、雇主および被用者をしてその内容をそれ自体として（賞のＨ⑪の）強行せしめる意味での雇用契約（切円，
ぐ］、、“ぬＨの§§８斤）に転換（ｎ・ロくｑ“】・ロ】貝・・。□８８．３面・口君】Ｓ）されたとは思われない。それは、凧川主らが、
かれらの労働者に関し、かれらに有利な一定の規則を守ることを約した、屈主の団体および労働者組織間の合意とし
て
意
図
さ
れ
た
も
の
に
過
ぎ
な
い
。
そ
れ
は
、
そ
れ
だ
け
で
は
、
個
々
の
被
川
者
と
彼
を
雁
川
す
る
会
社
間
の
契
約
を
構
成
す
る
も
の
で
はない。もし、ある脈主が右規則を守るのを拒否した時は、それに対する有効な手段（Ｃ魚。ｎ胃Ｃ鉱ｃ・ｃ－）は、被川者の
脈
主
に
対
す
る
特
定
凪
行
ま
た
は
柧
審
賂
価
の
訴
訟
に
仁
訴
え
る
こ
と
で
は
な
く
、
悲
怖
が
解
決
さ
れ
る
ま
で
ス
ト
ラ
イ
キ
を
す
る
こ
と
この事件は、協約の適用を受ける組合員が、協約の違背を理由に使用者を訴求したものではなく、非組合員で実質
上、何協約所定の待遇を個々の契約にもとづき約束されていた者からなされた訴訟である点に注意すべきである。に
もかかわらず、同判決の集録されている判決録レロロＣ巳○回⑫ｏの冨巳ロ。（Ｃには「協約条項の遵守は訴訟によっ
て強行されることはできず、ただ、ストライキによるだけである」と譜かれており、あたかも、同判決が、労働協約
はいかなる意味においても契約としての法的強行性をもちえない、と説示しているかのように読めないこともない。
事実、本判決は、しばしば協約の法的拘束力を否定する先例として引川されている。
で
あ
る
と
。
５塚員一．ロロ一○○色一ｍ（）餌］『回司・の三一．】（巴、、）〉］ン二回・詞・宮
被告は原告公社にデェピュティーとして雇用されていたが、文書による契約を通じて、その賃金および就労条件は
彼の所属する組合（ＮＡＣＯＤＳ）が公社との間に締結した全国協約および、州賃金協約によることが明示されてい
た。一九五一一年に右協約の賃金部分は改訂されたが、その結果、彼らの賃金は鉱夫に比して不利となった。不満が昂
じて、一九五六年六月彼らは土曜日のシフト就労を拒否した。炭坑の生産に箸るしい影響が生じ、代りの労働者の雇
川の澱川を含めて公社は三、○○○ポンドの損害を蒙った。そこで公社は、被告らの契約破棄を迦山に被告に右の狐
害賠償の支払を求めた。本件では、被告がシフトに就労する義務を負うかどうかが問題となるのであるが、一九五二
年改訂の協約一二条には「デェピュティーは経営側が合理的に要請する日に就労せねばならない（。ｇ目の⑪晩ゴ四一｛
司・鳥吻５口；……鯉の冒肖８⑳。ｐ：一：ｃ『８日【の：留二〕の§ゴ僅碩§のｐ『）と定められている。
○○日岳。【しＤｂ８－は、被告は合理的な期間、就労することを義務づけられていたこと、そして被告の就労拒否に
正当理由がないことを認め、被告に賠償の責を負わせたが、ただし、その額は、彼が就労しなかったことにより生じ
た扱害すなわち、彼の代役を雁川した我川に限定した。被告の就労義務が何故法的に強行されるかという問題につい
ては、判旨は、被告の賃金が、その時点で効力のある全国協約に、そしてその他の雇用条件が有効な付属協約による
ことが契約上明示されている以上、現行の（『の｝の３日）協約は被告の個別契約に明示的に】ｐ８ＤＣ３庁のすることによ
っ
て
法
的
強
制
力
を
も
っ
と
み
て
い
る
よ
う
で
あ
る
。
本件は日本流にいえば、協約の規定から個々の労働者に残業の義務が生ずるかという問題であるが、多少意味が不
明
確
な
個
別
契
約
を
裁
判
所
が
補
充
解
釈
を
す
る
こ
と
に
よ
っ
て
、
協
約
が
契
約
の
内
容
と
な
っ
た
も
の
と
認
定
し
、
労
勘
考
の
契
約
上
イ
ギ
リ
ス
労
働
協
約
の
法
的
拘
束
力
に
つ
い
て
四三
６口。ョ鱈丘⑭ぐ・の斥思笥凹］の（尼殿）》し」』㈲・詞・」程
原告パイロットが所属する組合と被告航空会社間には剰員整理に関する協約があり、それによると、剰員整理によ
る解雇の場合には、組合員は解雇手当以外に年金ファンド分に相当する特別手当を支払われることになっていた。被
告がこれを支払わなかったので、爪併は右手当の支払を訴求した。
旨のｍＰョ判事は、協約の性格（…〕§‐§←一月）が９．日の⑩口○またはの。。亘なものでなく、取引に関するもので
あ
る
場
合
に
は
、
当
事
者
自
ら
、
法
的
に
で
は
な
く
、
信
義
上
に
お
い
て
の
み
こ
れ
に
拘
束
さ
れ
る
意
思
で
あ
る
こ
と
を
明
示
し
て
い
る
かぎり、裁判所はその表示された意思を有効とする。これに反して、ｇの日◎の、撹吋の①日①口斤で、しかも、当事者が
特に法的に拘束されない旨の意思を表示していない場合には、協約は契約としての効力をもつと解さなければならな
い。また、「特別手当」を支払うという言葉は単に、既成の（ｂＨＣ０ｃ〆厨（】口頒）支払義務が存在しなかったことを示すだ
けで、必ずしも、協約が法的効果を伴わない任意的なものであることを意味するわけではない。結局、原告の協約に
韮づく剰員手当は法的に碗行しうる権利と認むくきであるとして本請求を認めた。
本件は、日本流にいえば、特別退職金の債権的効力が認められたことになるが、労働協約は判事のいわゆる目⑭】口の既
潰Ｈの⑦日の貝の範鴫に属するのであるから、法的効力を付与しない旨の合意が存しないかぎり独行しうるという判事
の見解は協約における当事者の契約強行意思の解釈に一つの基準を示したものとして重要である。
以上、労働協約に関連ある判例を時代順に追ってみたが、これらの判例を通じていえることは、労働協約という特
いない。
イギリス労働協約の法的拘束力について
四
四
の
義
務
を
肯
定
し
た
も
の
で
あ
る
。
し
か
し
、
協
約
が
そ
れ
脚
体
と
し
て
法
的
拘
束
力
を
も
つ
か
ど
う
か
に
つ
い
て
は
特
に
論
じ
ら
れ
て
イ
ギ
リ
ス
の
労
使
が
団
体
交
渉
や
労
働
協
約
に
つ
い
て
と
っ
て
き
た
こ
の
ア
テ
ィ
チ
ュ
ー
ド
は
、
一
般
に
く
・
百
日
島
の
日
な
る
言
葉
で
説
明
さ
れ
る
。
そ
れ
は
、
労
使
側
の
問
題
は
、
労
使
の
当
事
者
の
み
で
解
決
す
る
の
が
最
も
望
ま
し
く
、
裁
判
所
に
も
ち
こ
む
こ
と
は、国家介入の弊を州くという考えかたである。イギリスの労使双方にこの湾えかたが強いことは雌かであり、一応
納
得
的
説
肌
と
は
い
え
る
が
、
長
い
歴
史
を
通
じ
て
、
労
使
双
力
が
術
に
そ
の
よ
う
な
机
互
偏
頗
の
関
係
を
維
持
し
て
き
た
と
は
と
う
て
い
い
え
な
い
以
上
、
労
使
そ
れ
ぞ
れ
に
つ
い
て
も
う
少
し
た
ち
い
っ
た
説
明
が
必
要
で
あ
る
。
そもそも、労働協約について不遵守が起るとすれば、それは使川者側についてみれば、協約所定の労働条件を履行
しないという側而であり、組合側についていえば、協約で定める秩序を否定してストライキに川ることである。協約
はいわば、この一一つの側面がバランスしているところで維持される。
イ
ギ
リ
ス
労
働
協
約
の
法
的
拘
束
力
に
つ
い
て
四五
目
す
べ
き
こ
と
で
あ
る
。
裁判所が協約そのものの法的効力を論ずる機会がなかったということは、協約の当事肴がいずれも法的独行を求め
てⅢ折しなかったことの結来に過ぎないが、ぼんらい、労使の力関係の妥協的産物としての労働協約が、必ずしも協
調
的
と
は
い
え
な
い
イ
ギ
リ
ス
の
労
使
関
係
の
下
で
一
世
紀
半
も
の
Ⅲ
、
法
廷
で
争
わ
れ
る
こ
と
が
な
く
、
ま
た
、
そ
の
法
的
制
約
の
主
因としての一八七一年労働組合法という立法を改正しようとする欄極的な動きが少くとも当事者になかったことは注
も）、ほとん
件といえる。
殊
の
合
意
は
こ
れ
ま
で
、
そ
れ
が
個
々
の
労
働
者
の
脆
川
契
約
を
胡
作
す
る
か
と
い
う
形
で
論
じ
ら
れ
た
に
過
ぎ
ず
、
協
約
そ
れ
自
体
が
協
約
と
し
て
締
結
当
耶
者
た
る
組
合
ま
た
は
使
川
者
を
法
的
に
拘
束
す
る
か
ど
う
か
に
つ
い
て
は
（
判
旨
か
ら
の
推
測
が
可
能
だ
と
し
て
も
）
、
ほ
と
ん
ど
触
れ
ら
れ
て
い
な
い
と
い
う
こ
と
で
あ
る
。
フ
ォ
ー
ド
事
件
は
こ
の
意
味
で
裁
判
所
が
法
廷
史
上
初
め
て
過
過
し
た
小
イ
ギ
リ
ス
の
使
用
者
側
が
組
合
に
よ
る
の
協
約
秩
序
の
違
反
に
対
し
て
こ
れ
を
立
法
、
つ
ま
り
、
一
八
七
一
年
法
の
改
正
を
通
じ
て
解
決
し
よ
う
と
す
る
動
き
を
示
さ
な
か
っ
た
の
は
、
い
か
な
る
理
由
に
よ
る
も
の
で
あ
ろ
う
か
。
お
そ
ら
く
、
過
去
に
お
い
て
、
そ
の
よ
う
な事実があまり起らないほどに組合の統制力が強かったからであろう。ただし、組合の統制力による協約秩序の維持
とは、必ずしも、対使用者関係における協調あるいは信義に出たものではない。むしろ、統制は組合が労働市場にお
いて確保している労働条件の、組合員に対する維持の結果とみるべきである。いずれにしても、協約秩序が組合の力
で維持されているかぎり、使川者は立法のような外的強制力を必要としなかったのである。
そ
れ
で
は
、
組
合
側
は
ど
の
よ
う
な
意
味
で
司
・
］
目
且
】
叩
日
を
受
け
い
れ
た
の
で
あ
ろ
う
か
。
イ
ギ
リ
ス
の
組
合
は
、
団
結
が
公
認
された段階から組合運動を抑制する規制的立法や裁判所の判決に対し、政治力を巧に利用する議会（政治）運動に
（７）
よって立法の改正をかちとってきた。従って、労働協約についても、もし、組合側が立法による解決の途を選び、使
川者の協約不脳行に対し、協約の法的独制化を図ろうとすれば、おそらく、一八七一年法第四条の改正述励の方向に
（８）
進んだことであろう。事実、過去にこのような立法の試みがなかったわけではないが、ＴＵＣを初め、組合運動はさ
してこれに熱意を示さず、沙汰やみに終った。
それでは、イギリスの組合はもし、使用者が協約所定の労働条件を守らなかったとしたら、もっぱらその組織の力
だけでこれを担保しうるほどに独力であったかといえば、必ずしもこれを肯定しえない。時代によって波動はある
が、組合が十分に組織力だけに頼るほど強力になったのは、むしろ、一九四○年代以降のことであり、それ以前は使
用者側に比べて相対的に弱く、俗にいう「協約なければ労働なし」というような地位にあった組合は少なかったであ
ろう。一方、労働協約という制度が、一九二○年代のラディカリズムの時代を除けば、ほぼ順調に発達して行った事
イギリス労働協約の法的拘束力について
四六
実を併せ考えると、結局、イギリスでは、さきにも述べたように、労働協約で協定された労働条件を大体、使用者が
ｎ発的に守ってきたために、組合側としても立法による脚家保識を特に必要としなかったということができるである
う
｡（４）８］］の３ぐｏ僅日Ｃ命日⑰貝という言莱は当時一般に普及した川語ではない。狛づけたのはベアトリス・ウェップ、これを社
会的制度として確認させる端緒を側いたのは法律単上打ではなく、シドニー・ウェップその人であった。
（５）恐らくそれだけではあるまい。むしろ、立法新の真意は、合法化するとはいえ、ほんらい市民社会の秩序を否定する述法
な団体の行為に裁判所が助力を与えることを通じて阿家的サンクションを附与することを漣えようという点にあったようで
あ
る
。
例
え
ば
、
組
合
の
ス
ト
指
令
に
反
し
て
仕
事
に
就
く
組
合
員
に
対
す
る
賠
償
請
求
や
就
労
中
止
の
イ
ン
ジ
ャ
ン
ク
シ
ョ
ン
論
求
と
い
う
事
態も予想されたのである。
（６）汽巳Ｂ‐両Ｈ２且・○・一一の、ばく⑰少喝の⑰日の日切．⑦旨日周斡い§甸自》§．
（
７
）
ク
フ
ヴ
ヱ
ー
ル
判
決
に
対
す
る
一
九
○
六
年
波
、
オ
ス
ポ
ー
ン
判
決
に
対
す
る
一
九
一
三
年
法
、
ル
ー
ク
ス
判
決
に
対
す
る
一
九
六
九
作
法
な
どの改正組合法の独得がその典型である。
（８）その主要なものとしては、ラムゼー・マクドナルドによる一九一二年の渭口号の日出一シ質⑰⑱曰の口跡囚一一・一九二四年の
冒目⑪日巴。。§ａ一⑪口昌（第二説会まで通過した）であり、いずれも協約に強行的効力をもたせようとするものであっ
た。一九三○年から一九一一一五年まで毎年同旨の促案がなされている。
イ
ギ
リ
ス
労
働
協
約
の
法
的
拘
束
力
に
つ
い
て
四七
（１）イギリスの労働協約の法的効力を扱った邦文献としては、片岡外「イギリスの労働協約」季労一○号、瀬元美知男「イギ
リスの労働協約」Ⅲ本労伽法学会編労働法講座鋪七巻（上）、佐藤進新労働法講座５などがある。
（２）イギリスの川体交渉の発腿過侭と形態については拙橘、新労仙法辮座３参照。
（３）それは今Ⅱなお、労働紐合法における労働組合の定撹の中にその択跡をとどめている。ただし、労働組合法は、労働組合
が
、
コ
モ
ン
ｍ
１
上
取
引
制
限
の
班
山
で
述
法
で
あ
っ
て
も
、
そ
の
争
瀧
行
為
に
つ
い
て
は
免
責
を
与
え
て
い
る
の
だ
か
ら
、
災
磁
上
意
味
は
な
い。□・口・く目宛８．Ｎ［はこのような定義はあまりにも斌玻に過ぎ、時代遅れだとして改正することを提案している（Ｆ日
が、コモ）
い。ＤＣ員
『、⑭－『⑦①）◎
フォードの労使関係はおおよそ次の通りである。四六、○○○人の従業員はほぼ一○○％組織化され（クロードズ・
ショップはないが、会社は組合加入を奨励していた）、総数、約一九の組合に加入していたが、内一七、五○○人が
Ｔ
Ｇ
Ｗ
Ｕ
、
一
五
、
○
○
○
人
が
Ａ
Ｅ
Ｆ
、
七
五
、
○
○
人
が
Ｎ
Ｕ
Ｇ
Ｍ
Ｗ
で
占
め
ら
れ
、
他
方
、
一
○
○
人
以
下
の
組
合
員
を
も
つ
組
合
も
五
つ
ぐ
ら
い
あ
っ
て
、
組
合
間
の
対
立
は
従
来
か
ら
か
な
り
深
刻
で
あ
っ
た
。
会社における団体交渉の岐満機関はＮＪＮＣ（埋豊・息こ・冒璃ｃ堀・園冒預０．日目月の）であり、そこでの組合側の
Ⅲ
フ
ォ
ー
ド
争
議
の
経
過
一九六九年、二月二十一日、従業員約四六、○○○人を擁する（イギリス）フォード会社の国巳○コ・ａ工場に始
ま
っ
た
非
公
認
ス
ト
は
忽
ち
各
工
場
に
拡
が
り
、
そ
し
て
大
手
組
合
の
Ａ
・
Ｅ
．
Ｆ
と
Ｔ
・
Ｇ
・
Ｗ
．
Ｕ
が
こ
れ
を
公
認
し
た
こ
と
に
よ
っ
て
操
業
は
ほ
と
ん
ど
全
面
的
に
停
止
し
た
。
フ
ォ
ー
ド
社
は
こ
の
争
議
を
労
働
協
約
に
定
め
る
手
続
に
違
反
す
る
と
し
て
、
争
論
差
止
の周）ロロ、厚・ロを裁判所に訴求した。結局、訴訟では、会社が敗訴したが、会社が敢て訴訟の手段をとったことは
組合側を箸るしく硬化させ、以後の団体交渉は難行し、生産再開が軌道に乗るのに約二週間を要し、賃金交渉は七月
一一五日まで妥絲をみなかった。
こ
の
大
争
識
の
経
済
的
原
因
は
賃
上
げ
交
渉
の
行
詰
り
で
あ
っ
た
が
、
紛
争
を
激
化
さ
せ
た
の
は
む
し
ろ
、
労
働
協
約
の
手
続
条
項
に
側する双力の見解の対立であった。すなわち、この争識はイギリスでは比較的少ない椛利争議の性格を柵びるもので
あった。
イギリス労働協約の法的拘束力について
一一一句・己冨・ＳＨＯ。．ｎ口の①とその提起した問題
四
八
一九六七年協約の方は、その第一一十一条に「現行協約の遵守と時間ロスの防止」（○ご咳⑥旦曽〕８。【厚一助目胸肯『９
の『〕】Ｃ貝⑳臼〕△胃瞬巨一色二・口い、二ａ同一一日一口島・戸・｛シく（）一目ご＠炉・の［弓す。）と題して、Ｈ当事者に適用されるすべての協約
を完全に遵守すべきこと、口始業、終業時、昼食の前後、および休憩時において避け得ぺき時間のロスの防止に努む
イ
ギ
リ
ス
労
働
協
約
の
法
的
拘
束
力
に
つ
い
て
－
し
胆邪ノ
決定に際しては、各榊成組合は紐合員数の多弊に関係なく各一票の投票権をもっていた。もっとも実際上の具体的交
渉はＮＪＮＣ内の⑫日昌一笥・Ｈ｝穴曰娘忌昌の⑪別に行われ、そこで決定されたことがＮＪＮＣにかけられ、承認を受
けるという仕組みになっていた。これらの正式交渉において皆・ロ、（のゴ四日は表向きはたいした役割をもっていな
い
が
、
尖
際
上
の
役
劉
は
か
な
り
大
き
く
机
互
の
結
束
も
堅
か
っ
た
。
フォード会社は巨大企業であるにもかかわらず、使用者団体同□ぬ旨のの国。ｍ同日己一○急のＨ⑪》句８月旦］・］〕に加盟し
ておらず、従って、交渉はＮＪＮＣの単社交渉であった。しかし、会社側が団体交渉にかなり菰極的で、労働条件に
ついても、また交渉手続についても次のような労仙協約ができていて交渉は比較的スムーズに行っていた。
労伽協約は」廻岱§⑮ミ②ミミＯＳミミミ“ａ向ミミミ甸冒・』盲《ｓ》目苞、§（Ｑ§という表題の文辨で、通称
四口の国○・戸と呼ばれるが、それは二つの取要な協約を含んでいる。その一は、主として交渉手続に側する一九五五
年の協約であり、その二つは、賃率、労働時間等の労働条件を規定した一九六七年の協約である。
一九五五年協約によれば、第一条総則（○③ロ○国」勺国口Ｑご］⑦）に「労使（目の冨昌の⑪）は次のことに合意する。
、
すべての交渉段階を通じて、川越解決のためにあらゆる努力を尽す｝」と、そして、かかる手続が尽されるまでは、い
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
勺
かなる罷業または規約述反の行為にも訴えない一」と」が定められ、第二条に交渉機側としてのＮＪＮＣの手続につい
て定められていた。
イギリス労働協約の法的拘束力について
五○
べ
き
こ
と
、
を
定
め
、
そ
の
第
二
十
五
条
に
は
「
協
約
の
変
更
と
終
了
」
と
題
し
て
、
「
本
協
約
の
変
更
は
す
べ
て
Ｎ
Ｊ
Ｎ
Ｃ
の
識
を
経
ること、そして本協約は一力当鞭者から廃止の意思を文謝により三ヶ几の予告をもって他力の当事者に表示するまで
は
終
了
し
な
い
こ
と
」
が
定
め
ら
れ
て
い
た
。
四厘⑦因・・界の署名打はフォード側は二豹の会社代表であるが、紐合側では、フォードに屈川される組合員をもつ
す
べ
て
の
組
合
名
の
後
に
各
組
合
の
代
表
者
が
軒
名
し
て
い
る
。
そ
し
て
岐
後
に
（の荷口の９ｍ・門四目・ロワ①目］命・【岳の（日ＱＣＰＢｏｐＨ８Ｈの⑪のロ日斤弓の⑪。捕岳のｚ・］・Ｚ．○・○目】Ｈ日ロロ如冨四鳥
目・Ｐｐｍ・のＤＰ］・○・ロゴ目と記されてある。
一九六八年秋からフォードと組合間に賃金交渉が始まった。交渉はＮＪＮＣの下部機構としてのゴ・鳥】ロ砠冨Ｈ口
で行われ、フォード側は、Ｈ生産性の上外に見合う賃率の引上げ、フリンジ・ベネフィットの改善を提案すると同時
に
、
頻
発
す
る
非
公
認
ス
ト
を
封
ず
る
た
め
に
、
口
か
か
る
行
為
に
川
た
者
に
つ
い
て
は
、
レ
イ
オ
フ
お
よ
び
有
給
休
暇
中
の
ベ
ネ
フ
ィ
ットが与えられないこと、同一九六七年協約におけるスト手続条項を蚊化し、組合はストの場〈Ⅲ、手続終了後二一Ⅱ
の文諜による予告の義務を負うこと、を提案した。同案は後に耕干の修正を加えられたが、尋。Ｈ嵐ｐｍｂＨｑ段階
の
交
渉
で
は
組
合
側
は
万
場
一
致
で
承
諾
を
決
議
し
、
Ｎ
Ｊ
Ｎ
Ｃ
に
そ
の
旨
勧
告
し
た
。
Ｎ
Ｊ
Ｎ
Ｃ
で
も
組
合
側
は
採
決
の
絲
来
、
七
対
五で受諾に決まり、この旨会社側に通告した（一九六九・二・一一）。会社側は早速、これを告示として全従業員に
発
表
し
た
。
Ｎ
Ｊ
Ｎ
Ｃ
の
右
の
決
識
に
に
際
し
て
は
大
組
合
は
お
お
む
ね
受
諾
に
批
判
的
で
、
Ａ
Ｆ
Ｆ
は
反
対
投
票
し
、
Ｔ
Ｇ
Ｗ
Ｕ
も
拭
否を係慨したのであるが、これら組〈川のの丘・ロの汁のゴ脚日は、特に協約のロのいはゆるっの昌一ｑｎ百口の①を不満と
し、組合幹部をつき上げ始めた。もちろん、会社の貸上幅の低いことも組合側を硬化させた原因であった。
新協約は目』急題言曾墓的蔦ご首・曹鷺Ｑねざ⑤ミ②ミ目の標題が付され、前協約同様、末尾に各組合の代表者の署
名
欄
が
あ
る
が
、
本
件
紛
争
の
時
点
で
は
ま
だ
署
名
は
な
さ
れ
て
い
な
か
っ
た
。
受
諾
は
し
た
も
の
の
、
下
部
組
合
員
に
反
対
の
声
が
強
いのを見て、ＮＪＮＣの組合側代表Ｃ：ョ回昌は十九日会社に対し、組合の中に反対があるので右協約の用語につき
再考するよう申入れしたが、会社はすでに当事者の交渉は妥結に達したとして応じなかった。
二月一一十一日国騨］Ｃ尋。ＣＱ工場から非公認ストが始まり、’一十四日からフォードの各工場に波及拡大した。二十六
日に至り、まずＡＥＦ、ついでＴＧＷＵの二大労組が相次いでこれらのストライキの公認を宣言し、両組合に関する
かぎりストライキは正式のものとなった。他の組合はストライキを公認しなかったが、両組合員が会社で占める組織
力
が
圧
倒
的
に
強
い
た
め
フ
ォ
ー
ド
の
各
工
場
の
操
業
は
ほ
と
ん
ど
全
面
的
に
ス
ト
ッ
プ
し
た
。
フ
ォ
ー
ド
側
は
ス
ト
ラ
イ
キ
の
阻
止
の
た
め
訴
訟
に
よ
る
対
決
を
決
意
し
、
二
十
七
日
、
Ａ
Ｅ
Ｆ
お
よ
び
Ｔ
Ｇ
Ｗ
Ｕ
両
組
合
な
ら
び
に
その役員を被告とし、彼らが一九五五年、六七年および六九年の労働協約の変更を目的として不法な手段または争議
行為に出ることを差止める（曰国］ｏ２８ｑ）曰一目、毬◎回ならびに、両組合をしてストライキ宣言を撤回せしめるため
の日目８８ｑ〕□甘口Ｃは。□を訴求した。裁判所は同日、一応、一方的に（の詫冨：）請求を容れ、仮差止命令（目‐
（１）
汁の。Ｂ旨］目・感・口）を許可した。冒胃』口媚は一一一月一一一日から六日までの①。魚吋の］旧自Ｃ判事の下、両当事者が出廷し
て行われた。その間、ご庁のロョヨ〕目日・ロは有効であったが、両組合のストは続行された。このようないきさつを
経て本訴は、訴訟法的にはすでに裁判所によって与えられたご庁の。日日）ロロ２．口が継続を認められるかどうか、
そ
し
て
さ
ら
に
日
自
８８昌旨〕目、陣・ロも許されるかどうかをめぐって争われたわけである。
②判決（句・己冨・【・【○・・口。・ぐ・少：』恩：［の。□巳・回・崗圓、旨のの目〕ぬ色目印・目皀ヨョ・鳥の勗囚且○岳の厨）
イ
ギ
リ
ス
労
働
協
約
の
法
的
拘
束
力
に
つ
い
て
五一
判
決
要
行
は
右
の
要
約
に
尽
き
る
が
、
レ
ー
ン
判
事
が
右
の
結
論
を
引
き
川
す
に
至
っ
た
論
拠
は
、
す
で
に
述
べ
た
よ
う
に
、
先
例
の
きわめて乏しいこの問題を考えるについて、きわめて興味あるデータを旭供していると思われるので、以一下に述べる
判
事
の
見
解
が
冒
昏
烏
＆
鳥
員
（
で
あ
る
か
ど
う
か
を
問
わ
ず
フ
ォ
ロ
ー
し
て
み
る
こ
と
に
す
る
。
判事はまづ、冒頭で「本裁判所は紛争の価値や紛争の真因司旦篭屋ミヘが政府の所得政策にあるかどうかについて
全
く
関
知
し
な
い
し
、
政
策
や
政
治
の
問
題
、
あ
る
い
は
使
用
者
側
の
要
請
が
正
し
い
か
ど
う
か
は
も
ち
ろ
ん
、
被
川
者
の
多
数
意
思
が
（１）
有力な少数（幹部）の個人的利益に従嘱させられているかど》ソかといった問題にも関心を持たないと述べ、判決の及
ぼす絲采や効果いかんに全く関係なしに純粋の法律上の問題をとりあげるのだとして、三つの雑木問題を提起した。
イギリス労働協約の法的拘束力について
五二
（２）
一
九
六
九
年
三
川
六
日
判
決
が
下
さ
れ
、
結
局
、
フ
ォ
ー
ド
側
の
請
求
し
た
イ
ン
ジ
ャ
ン
ク
シ
ョ
ン
は
理
由
を
欠
く
も
の
と
し
て
棄
却
（３）
された。判決要旨は判決録によれば次のごとくである。
函の戸臼⑭、富岡一．碗昏○一口）ｐｐｎは○口の昏自》甘昏の：“の。Ｒｏｍｎ－８Ｈｐｐｇの潔頁の⑭⑭ｐＨ○く｝砂一○口日回国口ね
島の四ｍ円①の日の貝⑭ＰＢＣロ：」ＯＳ］のｍ口］画、毬。。》号の⑪ロｑＣｐｐ臼口ｍＱＲＰＢの国ロ、①の園ｑ８ワの８口、》ＱＣＨａ四目
＆岳・口いぼ岳の口胃ＯＣＢＣ口汁⑪ョのＨの８ｐ８Ｈ口の９劃岳８日日の円Ｑ巳Ｈの］日〕。□⑭嵐ロ⑫〉岳のゴ・同日□ぬ》呂の】Ｈ口騨目Ｈの
回口ｑｇのず四、屍ｍＨｏｐｐＱｐｑ『の円のの８の口［ｏＨ８四ワ農ｑ“ぬ日ロ⑪什司嵐、ゲ岳の邑乏のＨのＨ①：けＤＰのけ○コのＱ昏日ＢＣ
息門画①⑫臼９．．国ロ（①ｐｇＳ凹斤医Ｃ『⑪け○巳９ヶの画。＆ロ㈹８口戸日ｎ斤⑪具旧ロゴヶ月忌胃忌⑦逼各・ｐ－９Ｈの日煙甘
日ｓｏ崎８－日。【Ｐ且日甘一【】□ぬのずぱ＆口、曰ぼ。□○月○口］ご》ロ且什冒【口、８門日ロ、］』》Ｂｏ８Ｂｂ目］面目ロ○斤
目目の。日脚⑫ロ圏日の日ロＨ】日四益。】。β⑪。汁冨（岳のｕｍＨＣＣＢＣ員の３。Ｈ①岩の、巳８口［２，筋。且ＯＨＣの口匡の閂
旨四司弓。
右
の
第
一
と
第
三
の
設
問
は
多
少
、
ト
ー
ト
画
ジ
ー
的
で
あ
る
が
、
労
使
の
避
本
的
争
点
は
、
要
す
る
に
、
労
働
協
約
が
法
的
に
強
行
さ
る
べ
き
合
意
で
あ
る
か
ど
う
か
と
い
う
こ
と
に
あ
っ
た
。
協約が法的に強行しうるかどうかという問題は、それについて定めた直接の立法がない以上、一応、コモン・ｗ－
の契約（８日風Ｒ）の法理に従って考える外ない。そうすると、労働協約は果して契約なのかどうか、契約だとすれ
ば
い
か
な
る
タ
イ
プ
の
契
約
で
あ
る
の
か
、
そ
し
て
何
人
を
当
琳
者
と
す
る
契
約
で
あ
り
、
従
っ
て
、
何
人
の
い
か
な
る
行
為
が
契
約
述
反を構成するのか。契約違反の効果ないし救済はいかなる形でなされるのか、といった問題が生ずる。
ま
づ
、
労
働
協
約
が
８
日
目
Ｒ
で
あ
る
と
い
う
点
に
つ
い
て
は
、
判
決
も
こ
れ
を
当
然
の
こ
と
と
し
た
。
し
か
し
、
そ
れ
だ
け
で
は
問
題
は
解
決
し
な
い
。
イ
ギ
リ
ス
で
は
８
日
日
ｎ
行
と
い
う
概
念
は
か
な
り
幅
広
く
Ⅲ
い
ら
れ
る
の
で
、
そ
の
中
に
は
、
法
的
効
采
を
仲なうという意味での一⑰恩｝８日Ｂａとそうでないものがある。例えば、前記判例に出てきた⑫ｏｎ区日ｇｏ日①１
②ごＯ閏Ｈ百ｍのョの貝のなど後老の例で、その履行が全く当琳者の任意に任され、法的軌行のできないものである。も
ち
ろ
ん
、
そ
の
よ
う
な
効
果
は
当
事
者
が
明
示
の
意
思
を
表
示
す
る
か
、
ま
た
は
四
囲
の
状
況
か
ら
挑
定
し
う
る
場
合
で
あ
っ
て
、
逆
に
法的強行の明示の意思があれば］ｏ堰］８】〕斤量ｇとなる。取引上の契約（８日目の§壁一ｓご［国鳥）は通常これに当た
り、当辨者はとくに明示の意思をもって排除しない限り、旨い巳『の一陣口・ロ⑫を川波する意思あるものとみなされる。
イギリス労伽協約の法的拘束力について
五三
その一は、本件の協約が法律上強行しうるかどうかであり、その一一は、一九六九年の両当珈者側の交渉が協約締結に
まで達していたかどうか、第三に、右の一一前提が肯定されるとしても、それは被告のストライキを差止めるインジャ
ン
ク
シ
ョ
ン
を
許
容
し
う
る
意
味
で
の
厳
裕
な
契
約
関
係
を
榊
成
す
る
合
意
と
み
な
す
こ
と
が
で
き
る
か
ど
う
か
、
と
い
う
こ
と
で
あ
る。
イギリス労働協約の法的拘束力について
五四
ところで、労働協約なる契約は采してどちらのタイプに肌すると将えるべきか。先例が乏しいために、見解はここ
で分れる。本件でも、フォード側は、フォードの識協約が８日目①Ｈ、厨］８日３，斤であることは明らかであるし、
一①ｍｇＨの一日】・ロとしないという明示の意思が全く示されていない以上、当然、法的に強行しうるものだと主張する
ア
ス
ド
レ
ー
シ
町
ソ
のに対し、組〈川側は、協約は組合と使川新に瓦に雑務を殺疋するが、それは希馴または、の日一⑦日。ｐ）⑪餌、Ｈの①‐
Ｂ
Ｄ
Ｒ
を
表
示
す
る
も
の
に
過
ぎ
ず
、
こ
の
義
務
の
性
格
は
、
そ
の
性
質
上
、
法
的
強
行
を
な
し
え
な
い
が
ゆ
え
に
、
当
事
者
も
特
に
反
対
の
意
思
を
明
示
し
な
い
も
の
で
あ
る
、
と
し
て
、
協
約
の
法
的
強
行
に
つ
い
て
は
、
あ
ら
た
め
て
当
事
者
の
意
思
を
確
定
す
る
必
要
が
判決はこの点について、］の恩］Ｈの」口巨・ロが成立するためには当事者の明示の意思を必要とする、という立場をと
った。すなわち、労働協約が８同月①Ｈｎ国］ｐｍＨ８ＢＣｐ庁であるとしても、それが法的に強行しうる契約と認められ
る
か
ど
う
か
は
当
珈
者
の
意
思
に
か
か
る
。
右
の
意
思
は
必
ず
し
も
当
酬
者
が
訴
訟
に
訴
え
な
い
旨
の
明
示
の
意
思
を
表
明
し
て
い
る
場
合
に
の
み
否
認
さ
る
べ
き
も
の
で
は
な
く
、
窓
観
的
に
確
定
し
う
る
と
判
決
は
考
え
た
。
ところで、当珈新の意思の硴認の力法については、若干の関係判例が存在する。原告側が援川したのは、さきに説明
した同国⑫【Ｈ、○口ＰＣ口国凹汽のＨ⑪ロ日○コ「・の。］□の【Ｃ】Ｐ（】やＥ）〉の日岸匡の⑪ご・ｚロは○口巳』⑪⑫ｏｎ崗口○口○ｍ○ｏの日はぐＣ
国煙の庁のＨの》（巳Ｓ）》国。］一脚ロロぐ・田ｏｐＱＣｐｍｏＱのｇｏ【ｏｏＢｂｏの岸○Ｈの》（】ｇ←）》函Ｈ餌氏ＣＨＰ□恩のＮの》し⑫⑪。、厨陣○口⑩
旧ａ，『・鈩日巳ｍ目】日のロ、。。］①ご○命Ｃ］ＣＨ⑫》囚の：ロのＨ⑫ｍｐＱ国日の丘のＨ⑪》（巳いの）『■○口□ぬ『・Ｃｐｐｐ臼口ｐｚＣＨ‐
汁けのＨｐ宛巳」ゴロ目○○ヨロロロ］、（巳臼）薄出昌口ののぐ・ｎｏロ］○Ｐ（乞い①）『ｚ口陣ｏｐＰ］ＣＯ巳、○四Ｈｇ「・のＰ］］の】》（巳、の）の
七ケースであった。しかし判事はこれを検討した後、の。］ｇ⑪芦Ｃ】口》餌・旨且》の目【嵐８および出目８の四ケース
あ
る
と
反
論
し
た
。
ド
ノ
バ
ン
報
俗
諜
は
協
約
が
法
的
に
拘
來
力
を
も
つ
契
約
で
は
な
い
こ
と
、
そ
し
て
こ
の
こ
と
は
法
小
に
よ
る
の
で
は
な
く
、
両
当
事
者自身の意思によるものだと説く（己輔『鱈ｓｏ）。判決は報告評のこのような解説をもって、協約の当事者は一般に協約
に
拘
束
力
あ
る
協
約
と
す
る
意
思
を
も
っ
て
い
な
い
事
実
の
証
拠
と
し
た
。
ロ
ド
ノ
パ
ン
委
員
会
へ
の
証
言
右のドノパン委員会に提示されたイギリス産業連盟（ＣＢＩ）の証言（９冠の。Ｂ）は、協約を法的に強行可能とす
る
よ
う
現
行
法
を
改
正
す
る
こ
と
は
協
約
の
遵
守
に
関
す
る
か
ぎ
り
最
も
望
ま
し
い
解
決
策
で
は
あ
る
が
、
そ
れ
は
同
時
に
最
も
ラ
デ
ィ
カルな力法であるから、法の改正だけではなく、それとともにイギリスの労使関係を怒化させている他の問題を同時
イ
ギ
リ
ス
労
働
協
約
の
法
的
拘
束
力
に
つ
い
て
五五
七つであるが、
ＨＤｏｐｏぐ四口
は本件の判断に関連なしとし、目・ロロ西》の巳］この二ケースだけが考慮に価するものと考えたが、結論としては、こ
の
両
判
例
の
何
れ
も
が
協
約
の
法
的
拘
束
力
を
肯
定
す
る
先
例
と
み
な
し
え
な
い
と
判
断
し
た
。
このように先例においてきめ手になるものがなく、しかも当事者が明示の意思を表示していないとすれば、当事者
の意思は四囲の状況から判断する外はない、と判事はいう。そして、本件の協約における当事者の意思を推定せしめ
るに足るデータとして判決が提示したのはかなり特異なものであった。すなわち、判決は「労使関係の当事者ならば
当
然
目
を
通
し
、
そ
し
て
協
約
締
絲
に
お
け
る
か
れ
ら
の
意
思
を
川
め
る
に
つ
い
て
決
定
的
影
糾
を
受
け
た
に
机
述
な
ど
標
那
的
な
労
使関係のテキストの幾つかを挙げた。判決はこの中に、人人が采して労働協約をどうみているかの㎡のロの日］の口斤の
・院○口日○口》》あるいは、《《。］創貝の。【・ロ日○コごというぺきものが表示されているとみるのである。それは、次の
七
つ
で
あ
る
が
、
判
決
は
こ
れ
ら
の
デ
ー
タ
の
も
つ
意
味
を
次
の
よ
う
に
評
価
す
る
。
幻のｂｏＨ【
四
産
業
審
判
所
の
見
解
さらに、同委員会に提川のＴＵＣの証言は、協約の当事者が法的拘束を望まないということは労使両陣営の共通の
利益（８日目。。】員の『の⑩｛）といっている（ロ・届国》□閏凹綴Ｃ１ぃ自）。
判
決
は
同
委
員
会
に
労
使
双
方
か
ら
こ
の
よ
う
な
証
言
が
提
示
さ
れ
、
そ
の
結
果
、
そ
こ
で
万
場
一
致
の
答
申
が
出
さ
れ
た
と
い
う
事
実
が
あ
る
以
上
、
そ
れ
は
、
一
九
五
五
年
の
時
点
で
の
本
件
の
労
使
双
方
当
事
者
の
意
思
も
そ
う
で
あ
っ
た
と
椎
則
し
う
る
し
、
少
く
と
も
亜
要
な
イ
ン
フ
ォ
ー
メ
ー
シ
ョ
ン
と
み
な
し
う
る
、
と
い
う
。
口日毎○円目戸⑪同酎］同。」四口・ロ⑫国凹ロロウ・・屍
労
働
省
発
行
に
か
か
る
こ
の
資
料
は
、
イ
ギ
リ
ス
の
労
使
関
係
全
体
に
わ
た
っ
て
解
説
を
ほ
ど
こ
し
た
手
引
と
も
い
う
べ
き
も
の
で
、
戦
後
か
な
り
早
い
時
期
に
刊
行
、
そ
の
後
も
、
随
時
、
改
訂
を
経
て
発
行
さ
れ
、
今
日
で
は
か
な
り
ポ
ピ
ュ
ラ
ー
な
文
書
で
あ
る
。
判
決
は
、
一
九
六
一
年
発
行
の
第
三
版
に
「
団
体
交
渉
制
度
は
す
べ
て
相
互
合
意
の
原
則
に
依
拠
し
、
協
約
の
意
義
と
紛
争
解
決
の
機
構
も
両
当事者の誠意ある受入れ（』・胃」ロＲの己日ロ◎の）にかかっている。この受入れは自主的（く・」自国ｑ）なものである」
（ワご）と書かれている部分をとりあげ、これも協約の訴訟上の非強行性を示す有力な資料だとしている。
イギリス労働協約の法的拘束力について
五六
に解決するのでなければ望ましくない、と述べている（圃国］高島』）。
また、同委員会に提出された労働者の証言も、通説（８日日・口・凰口一・口）によれば、単一の使用者と労働組合間の
契約（８日国Ｃ汁）は（法には直接定めがないが）裁判所によって瞼行されないと解釈されている（ご・『①》ｍＰｇ国農）
と述べている。
九六四年の全国合同諮問委員会（ｚ島・息』〕・冒酉且二ｍ目四一○ＣＥｐＱ］）の紛争の調査のために開かれた産業審判所
田
尻
島
ロ
ー
同
Ｈ
２
目
教
授
の
見
解
尻昌ロー句ＨｏＰ且教授が労働協約に関して書いたモノグラフは少くないが、本訴訟でとりあげられたのは、一九四
一一－一一一年の⑦』ｓ＆ｓ苫ｎｐｇ用§§に掲戦された§○○』一の、【弓の少穐。。Ｂの。蕨『》と白色目のＨ鉱目ＰＣの腐巳・
自日冨の》『⑪（の日・ｍＨｐ目⑭ａ巴罰Ｃ』具〕：⑪旨のＨ◎自国ｄ２口（巳段）所赦の炉の狙」句Ｈロョ２『・鳥の一一つである。
後
の
論
文
が
識
か
れ
た
時
期
は
前
耕
か
ら
一
○
年
以
上
経
っ
て
お
り
、
教
授
は
協
約
の
拘
束
力
に
つ
い
て
改
説
さ
れ
た
よ
う
で
あ
る
。
す
な
わ
ち
、
前
蒋
で
は
教
授
は
協
約
を
法
的
に
拘
束
力
あ
る
も
の
と
み
て
い
る
が
（
原
告
側
は
こ
の
点
を
脂
摘
し
た
）
後
韓
で
は
、
「
イ
ギ
リ
ス
の
労
使
双
方
が
協
約
述
反
を
珈
川
と
す
る
イ
ン
ジ
ャ
ン
ク
シ
ョ
ン
や
机
押
賠
倣
の
排
を
求
め
よ
う
と
し
な
い
の
は
、
も
っ
ぱ
ら
当
事
者
自
身
の
意
思
に
よ
る
も
の
と
思
え
る
。
彼
ら
は
そ
こ
で
権
利
と
義
務
を
設
定
し
う
る
が
、
そ
れ
は
法
的
意
味
に
お
い
て
で
は
な
い
。
彼
ら
の
意
思
は
そ
れ
が
道
義
的
に
拘
束
し
、
法
的
サ
ン
ク
シ
ョ
ン
で
な
く
社
会
的
サ
ン
ク
シ
ョ
ン
に
よ
っ
て
の
み
軌
行
さ
れ
る
こ
と
を
意
図しているに過ぎない」と述べている。
レ
ー
ン
判
事
は
、
前
箸
に
つ
い
て
は
、
す
で
に
教
授
が
改
説
さ
れ
て
い
る
と
思
わ
れ
る
こ
と
、
そ
し
て
、
）
ご
＆
§
』
ｎ
ａ
Ｑ
幻
凰
員
の
よ
う
な
資
料
は
必
ず
し
も
労
使
双
方
が
例
を
通
し
て
い
る
と
は
限
ら
な
い
こ
と
を
理
由
と
し
て
、
原
告
の
主
張
を
却
け
、
後
説
を
も
っ
て被告側に有利な資料とした。
イ
ギ
リ
ス
労
働
協
約
の
法
的
拘
束
力
に
つ
い
て
五七
（Ｃ・月【・ロ２日目）において、勺の日切。。辮判長は、労働協約は「法的に拘束力をもたず、当卒者は一般の労使関係に
おけると同じく単に道徳的義務を負うに過ぎない」と説示した（Ｃ日且・麗臼・巳震冨国・】ら）。判決は、本件の労使
双
方
が
こ
の
資
料
に
Ｈ
を
通
し
て
い
る
こ
と
は
疑
い
な
い
こ
と
だ
か
ら
、
こ
れ
も
協
約
の
法
的
強
行
性
を
否
定
す
る
デ
ー
タ
と
み
な
し
う
る
も
の
と
し
た
。
被告側は、ＮＪＮＣなる機関は単なる交渉機関（ロ觜・冒斤ごｍす。ｓ）に過ぎず、そこで締結された協約を構成員たる
組合に強制するような権限は一切もっていないはづである。また、そうでないとしても、各組合は最終的な協約文書
思われる」と。
ある。
イ
ギ
リ
ス
労
働
協
約
の
法
的
拘
束
力
に
つ
い
て
五八
以上の諸資料の検討の後、レーン判事は結論としての次のようにいう。「もし人が（本件に）主観的基準（、戸亘⑩。‐
牙の；戸）を適川して各当事者の意思がどうであったかと問うとすれば、答えは、彼らの表示された意思に関するか
ぎ
り
、
確
か
に
、
彼
ら
は
当
協
約
を
法
律
上
独
行
し
う
る
も
の
と
し
な
か
っ
た
と
い
う
こ
と
で
あ
る
。
で
は
、
も
し
人
が
客
観
的
基
準
（・豆の、牙・岸８戸）を適用して、本件のすべての状況からいかなる意思が、推定されるかと問うとすればどうであろ
う。答えは同じである。四囲の状況、当協約の川語、性格（息日門の）およびの瀦月山〕巳一ｎ国」目Ｂ・門冨。“に現われ
た島日呉の。【○℃目】・ロは、当協約が同旨鯉甘口・に、取引関係に属するものであるという事実を補って余りが
ある。その履行方法について多くの人がこれを希望的期待（・勺口目の陣：②ご園斤】・口）に託し、法的強行に反対している
と
い
う
一
般
的
空
気
を
考
慮
し
て
締
結
さ
れ
た
こ
の
よ
う
な
協
約
は
、
法
的
意
味
に
お
け
る
契
約
で
は
な
い
し
、
法
律
上
碗
行
し
え
な
い
も
の
で
あ
る
。
そ
れ
は
、
訴
訟
に
持
込
む
と
い
う
明
瞭
か
つ
明
示
の
条
項
の
な
い
限
り
、
信
義
上
の
拘
束
力
を
も
つ
に
過
ぎ
な
い
約
束
に
と
ど
ま
る
。
本
件
の
当
事
者
は
す
べ
て
本
協
約
を
法
的
に
拘
束
力
あ
る
も
の
た
ら
し
め
よ
う
と
す
る
意
思
を
持
っ
て
い
な
か
っ
た
も
の
と
労
働
協
約
の
性
格
に
つ
い
て
判
決
が
右
の
よ
う
な
見
解
を
と
る
か
ら
に
は
、
裁
判
の
帰
趨
は
も
は
や
明
瞭
で
あ
る
が
、
判
決
は
さ
ら
に
、
原
告
、
被
告
間
の
大
き
な
争
点
に
な
っ
た
他
の
二
つ
の
点
に
つ
い
て
も
見
解
を
述
べ
て
い
る
。
その一は、一九六九年協約なるものが、果して関係組合を拘束しうるに足る手続を完了していたかどうかの問題で
に
自
ら
鵜
名
す
る
ま
で
は
拘
束
さ
れ
な
い
は
ず
だ
と
主
張
し
て
、
協
約
違
反
の
貨
任
の
存
在
し
な
い
こ
と
を
強
調
し
た
。
こ
の
問
題
は
、
ＮＪＮＣで妥結したことが、どの時点で協約になるのか、そして、協約の当事打は一体何人なのかという根本問題に
つながる。この点、一九五五年の協約では、ＮＪＮＣの椛限ないし義務は単に交渉（。。頭・［］目・ロ）と群議（臼⑩８“鰹。。）
をすることと記されているだけで、協約締結権を付与したと思われる文言にも《《砂冨］」ロのｍ・［一員の囚］］煙いＨの①曰の貝⑫
：ｇ国風員一・口ＢＣＨの岸めどと書かれているだけであった。
型
は
「
Ｎ
ｊ
Ｎ
Ｃ
ｌ
そ
の
瀧
が
ど
の
よ
う
腱
解
釈
ざ
れ
蝶
う
と
Ｉ
が
簔
蛎
一
の
交
渉
満
で
あ
っ
た
か
ど
う
か
と
い
う
こと、その交渉の結采が妓終的文譜に料約されるまでは何の拘束力もないということは、少くとも大いに議論のある
と
こ
ろ
で
あ
る
」
と
し
な
が
ら
、
フ
ォ
ー
ド
に
お
け
る
協
約
手
続
の
仙
行
か
ら
み
て
、
一
九
六
九
年
の
場
合
に
は
一
九
五
五
年
お
よ
び
六
七年の協約締結時と述って各糾合の粁約が行われていないという事実を攻祝し、被告側を支持した。
一九六九年の協約が、各組合の合意として彼らを拘束しないとする被告側の主張の論拠の一つとして、代理の法理
（』２．【片目Ｑ）が持ち川された。佃人法理に徹したイギリス法の下では、組合と組合役貝との側係、述合体とその
柵
成
メ
ン
バ
ー
た
る
組
合
と
の
関
係
は
す
べ
て
代
班
の
法
理
で
説
明
さ
れ
る
。
と
こ
ろ
で
、
フ
ォ
ー
ド
に
お
け
る
Ｎ
Ｊ
Ｎ
Ｃ
の
組
合
側
代
表と名組合との関係はこの原則からみればまことに複雑である。すなわち、そこでは、各組合が前者を代理する交渉
代叫人曾日日日ロｍ滴の貝と考えることもできるし、逆に、前者が後者を代理しているとみることもできる。そし
て
ど
ち
ら
の
考
え
か
た
を
と
っ
て
も
協
約
の
拘
束
力
と
の
関
係
で
問
題
が
生
ず
る
の
で
あ
る
。
本件ではフォード側はＡＥＦ、ＴＧＷＵの各組合を直接の相手として協約当事者としての彼らが協約を破棄した責
征を追究しようとするのであるから、各組△ｍは代理人（四ｍの口斤）でなく、本人（且口：“］の）として扱われた。各紙合
イ
ギ
リ
ス
労
働
協
約
の
法
的
拘
束
力
に
つ
い
て
五九
イギリス労働協約の法的拘束力について
六○
をＲ甘口園］のとすれば、ＮＪＮＣの組合側代表（ＨのｐＨ①⑭○日口ばぐの⑫）はその鯉、○口佇めとなる。しかしそうなると、
今度は、満の口蕨の代理権限が問題となる。被告側は、代理人としてのＨ①目の⑪の日日】『８はごＨ】ロ日冨］のの全員一
致の賛成を経なければ、日日Ｑ園一切を拘束するような交渉権や協約締結権を行使できないはづだ、と主張した。事
実
Ｎ
Ｊ
Ｎ
Ｃ
の
組
合側代表間の投票では万場一致は得られなかったのである。
判決はこの代理の原則が本件についてどのように適川されるのか論じていないが、本人と代理人との関係に関する
古い先例（ｚＣ弓○・房いの。×｛・ａ］Ｊ鼠呼○コｐぐ・Ｐご号Ｃ員】②ち．爵臥月（・ロく・ｍＣ。３－］．ごｇ）を持ち川して、被告側
の主張を祥れている。要するに、判決は以上の争点についてむしろ、洲極的に被告側の主張を認めることによって、
一九六九年の協約は被告を拘束しうるものとしては存在しないと認定したのである。
今
一
つ
の
争
点
と
し
て
、
ス
ト
ラ
イ
キ
の
予
告
の
問
題
が
あ
る
。
脈
併
側
は
一
九
六
九
年
の
協
約
が
有
効
で
な
い
と
し
て
も
、
一
九
五
五
年
お
よ
び
六
七
年
の
協
約
は
、
ス
ト
の
事
前
に
交
渉
手
続
が
尽
さ
れ
る
こ
と
を
定
め
て
い
る
の
だ
か
ら
、
本
件
の
ス
ト
は
、
そ
の
点
で
協約違反になると主張した。これに対して、被告側は、かりに一九六九年以前のこれらの協約が法的拘束力をもつと
しても、ＡＥＦ、ＴＧＷＵのスト宣言は、埖高交渉機関としてのＮＪＮＣでの群議を経た後に行われているのだから、
手続遮反は存在しないと反論した。
判
決
は
こ
の
点
に
つ
い
て
は
「
決
定
を
下
す
つ
も
り
は
な
い
」
と
し
つ
つ
も
、
こ
の
事
実
は
説
示
す
る
に
値
す
る
、
と
述
べ
た
。
こうして判決は最後に、「原告が①潔忌Ｈ【の】ロ］目ｎ感・ロの維持に成功するためには、少くとも原告の主張する権
利の存在を裏づけるＲ冒鯉駐口の８⑪⑦とその権利が侵害されたことを論証しうる証拠を示さねばならない。原告
は右に挙げた諸理由により緒戦を失ったと考えられる。従って⑦〆園Ｈ【の日］目：目は却下される外ない」と結ん
だ。これによって原告の巾講した一一つの旨甘口、二・口はともに却下されたのである。
（１）】貝のＨ冒冒）目、二目とは、緊急な必要がある場合に、当小者の一方的申立だけで（２つ日［⑰）極定的に与えられる差止
命令である。日冒冒（・旦営）目ｎ回目とは、秋極的に一定の行為をなすべきことを命ずる差止命令である。
（２）判決の経過はタイムス誌に一九六九年三月四－六日にわたって詳報された。
（３）本判決は［岳ご］Ｈヨ白・用。⑪馨》［ここ］曙戸一一回・屍・迭与【ロ清一］［⑩》』』〕（一口⑫圓口一房ｇ・鷺のヨー岸》⑪Ｐ］』ｇに掲載
（４）すでに述べた綴過からも川らかなように、フォードの争雛では組合Ⅲ特にＡＥＦ、ＴＧＷＵらの巨大紐合と他の組合川に
当初から厳しい意見の対立があった。対立のハイライトは、パーパラ・カッスル生産脈川相の個人的幹雌による労使の話合
いが行われているざ中の三川八Ｎ、ＮＪＮＣを桝成する組合の一つであるＥＴＵのマーク・ヤング代表が辞任した時であっ
た
。
ヤ
ン
グ
は
「
こ
の
争
縦
は
一
部
の
組
合
の
、
会
社
に
対
す
る
報
復
心
を
満
足
さ
せ
る
の
に
利
用
さ
れ
て
い
る
に
過
ぎ
な
い
」
と
述
べ
た
と
い
』ゾ（の口②Ｎａ鱈旨。ご宮『・迄ご杵や⑦や）。
本判決は
されている。
イギリス労働協約の法的拘束力について
一ハー
